
２－① ローカル10,000プロジェクト

事業スキーム

ローカル10,000プロジェクト

民間事業者等の初期投資費用

支援対象

対象経費は、
・施設整備費
・機械装置費
・備品費

自己
資金等

公費による交付額 ※１

国 費

地域金融機関による融資等 ※２

・公費による交付額以上

・無担保（交付金事業による取得財産の担保権設定は除く。）・無保証

・ 地域資源を活かした持続可能な事業
・ 行政による地域課題への対応の代替となる事業
・ 高い新規性・モデル性がある事業

地方費

・原則 1/2
・条件不利地域かつ財政力の弱い市町村
の事業は 2/3, 3/4

・新規性・モデル性の極めて高い事業
は10/10

○ 産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げを支援。
○ 「ローカル10,000プロジェクト」の更なる展開を図るため、引き続き、国の重要施策と連動した事業の重点支援を行うと
ともに、融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上の場合の上限額を引上げ。

H31予算

地域経済循環創造事業交付金 10.0億円の内数

※１ 上限2,500万円。融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上２倍未満の場合は、上限3,500万円。２倍以上 の場合は、上限5,000万円
※２ 地域金融機関による融資の他に、地域活性化のためのファンド等による出資を受ける事業も試験的に対象

① 国等が開発・支援して実証段階にある新技術を活用した事業
② 2020年東京オリパラ競技大会関連施策
③ 古民家等の歴史的資源を活用した観光まちづくり
に関連する事業等であって、全くの新規分野における事業の立ち上げであり、
新規性・モデル性の極めて高い事業については、国費10/10により支援

重点支援これまでの実績（3７７事業、308億円）

（事業数は交付決定数、金額は事業実績（見込み含む）（H30年度末時点））

公費交付額 110億円、融資額 151億円、
自己資金等 46億円

支援内容の充実

融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上
２倍未満の場合は、上限3,500万円、２倍以上の場合は、
上限5,000万円まで引上げ（従前は２倍以上の場合、上限4,000万円）
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ローカル10,000プロジェクトの交付限度額の見直しについて

交付限度額

4,000

万円

2,500

万円

交付額：融資額
１：１～２未満

交付額：融資額
１：２以上

＜現行＞ ＜見直し後＞

交付限度額

2,500

万円

交付額：融資額
１：１～１．５未満

5,000

万円

3,500

万円

交付額：融資額
１：１．５以上～２未満

○原則：上限2,500万円

○融資額が公費交付額の１．５～２倍未満の場合：上限3,500万円

○融資額が公費交付額の２倍以上の場合：上限5,000万円

○原則：上限2,500万円

○融資額が公費交付額の２倍以上の場合：上限4,000万円

交付額：融資額
１：２以上

42



ローカル10,000プロジェクトの活用事例①

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

京都府舞鶴市
（平成30年度）

長らく活用されていなかった明治37年開業の老舗旅館を観光レストランへ改修。市内のまちなか
への誘導を図る観光拠点として、海軍レシピ（海軍割烹術参考書）を元に再現した当時の料理の
提供や、海軍ゆかりの土産品の販売を行うことにより、地域経済の活性化を図っている。

32,000千円 80,000千円

兵庫県養父市
（平成30年度）

約10年前に廃校となった小学校施設を、市が「６次産業化支援センター」として整備。当該施設
を活用して、民間事業者が地元の柿、栗、ブルーベリー等の農作物をジャム等に加工するための
食品工場の機械装置を整備するため交付金を活用。新たな食品工場整備による地元雇用の創出
と廃校利活用による地域コミュニティの賑わい創出を図っている。

25,000千円 25,000千円

佐賀県江北町
（平成24年度）

都内の菓子学校で学んだ後パン屋で働いていた出身者がＵターンして、町内の空き店舗を改修
しパン屋を開業する際の改修資金を交付金により支援。地域の契約農家や地元高校生の栽培す
る農産物を原材料とした手作りパンの販路を地域内で確保。

3,106千円 2,800千円

（１）遊休施設（古民家等の空き家、空き公用施設、廃校等）の有効活用

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

奈良県天理市
（平成28年度）

近隣に多くの観光資源があるにもかかわらず素通り型の観光が多く、域内消費が少ないという
課題を解決するため、駅前広場に「食と旅の拠点施設」を整備し、地元農産品を中心とした飲食を
提供するとともに、レンタサイクルなどの周遊手段や観光コンシェルジュの配置等による観光情報
を一体的に提供。

30,000千円 60,000千円

福岡県北九州市
（平成27年度）

空港に近接した立地を活用し、空港利用前の立ち寄り拠点として市内の農作物を活用したス
イーツを販売する店舗を建設。観光拠点としての集客機能のほか、地元産の農産物を使用するこ
とで、地産地消を促進するとともに、地元農業の活性化に寄与。

50,000千円 130,500千円

兵庫県豊岡市
（平成25～29年度）

①既存のバス案内所を外国人観光客向けの観光案内所に改修、②旧消防署を改修してインバ
ウンド向けのカフェを併設した宿泊施設を整備、③古民家を改修してオーガニックレストランを開設
するなど、本交付金を活用し複数の観光拠点を整備。これらの取組の結果、市の外国人宿泊客
は５年で40倍となるなど効果が発現。

①29,000千円
②25,000千円
③25,000千円

①30,000千円
②30,000千円
③30,000千円

（２）観光拠点・宿泊施設の整備
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ローカル10,000プロジェクトの活用事例②

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

長崎県壱岐市
（平成26年度）

人口減少が著しく、後継者が不足する農業振興と市内での雇用を生み出すことが最大の課題で
あったことから、交付金を活用して、トマト等の地元農産物を安定的に供給するための農業用ハウ
スや加工場、地元農産物を使用した料理を提供するレストランを整備し、６次産業化による農業・
観光振興を図る。本事業では７人の新規雇用を創出。

50,000千円 20,000千円

岐阜県各務原市
（平成28年度）

市の野菜生産販売額の大多数を占める特産物である「にんじん」の農家数が年々減少しており、
傷物品や規格外品などの大量廃棄への対応も必要であることから、地元の大学生と共同で和菓
子スイーツを開発し、スイーツの販売拠点として新店舗を交付金により整備。

25,000千円 25,000千円

（３）地元農林水産物を活用した６次産業化、新商品開発の促進

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

秋田県大館市
（平成29年度）

交流人口の拡大と若者の就業環境を充実させるため、市内の空きビルをリノベーションして、地
域の伝統工芸品を核とした観光交流拠点を整備する際の内装・設備経費に交付金を活用。伝統
工芸品の歴史展示や制作体験に加え、起業を目指す若者のスタートアップカフェも併設。

18,000千円 18,000千円

京都府京丹後市
（平成26年度）

地域の伝統産業である織物の後継者不足が深刻。交付金を活用して新たな織物工場を整備し、
次世代を担う職人を育成するなど地域における雇用増に取り組んでいる。また、従来の織物だけ
でなく、インバウンド向けのカバンや靴、装飾品などの新商品の製作も行い、伝統産業の活性化と
技術の次世代への承継を図っている。

20,000千円 20,000千円

（４）地酒や伝統工芸品等の再生・伝統技術の継承

採択団体・年度 事業内容 公費交付額 融資額

北海道夕張市
（平成26年度）

従前は不要な土砂として捨てられていた「ズリ（くず石）」を「調整炭」に再生するためのプラント設
備に交付金を活用。再生した「調整炭」を火力発電所の燃料として再販売する事業を立ち上げる
ことで、地域経済の活性化や地元の雇用創出の効果。

50,000千円 110,000千円

徳島県
（平成24年度）

ブランド地鶏の鶏糞からエコ肥料を製造するために鶏舎を改築するため交付金を活用。地元有
機農産物の生産に従来は輸入飼料を使用していたが、エコ肥料に切り替えることで域内での資金
循環にも寄与。

50,000千円 64,000千円

（５）バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業
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ローカル10,000プロジェクトの運用の実例（公益性評価の実施）

○ ローカル10,000プロジェクトの申請にあたって、特定企業支援の場合には特に丁寧な説明が必要となることから、
案件組成に要する期間が長期化することが課題。

○ 交付金事業の公益性評価のため、有識者等による審査体制を整備している事例もある。

兵庫県丹波市

○丹波市地域経済循環創造事業審査会設置規程（抄）

（設置）
第１条 丹波市地域経済循環創造事業補助金交付要綱第17条の規定に基

づき、当該補助金交付申請の事前審査を行うため、丹波市地域経済循

環創造事業審査会(以下「審査会」という。)を設置する。

（所掌事務）

第２条 審査会は、地域経済循環創造事業交付金交付要綱第４条に定め
るもののほか当該交付金の申請内容等について必要な事項を審査する。

（組織）

第３条 審査会の委員は、次に掲げる職員をもって組織する。

（１）副市長

（２）産業経済部長
（３）事前審査の対象となる事業に関連する事務事業を所管する部長

及び課長

２ 会長は、副市長をもって充てる。

（会議）
第４条 審査会の会議(以下「会議」という。)は、必要に応じ会長が招

集し、会議の座長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、これを開くことができな

い。

３ 会議の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、座長の
決するところによる。

４ 座長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席をさせ、

意見を聴取し、若しくは必要な資料の提出を求め、又は調査をするこ

とができる。

高知県

○高知県地域経済循環創造事業費補助金審査会設置要綱（抄）

（設置）
第１条 高知県地域経済循環創造事業費補助金交付要綱の規定に基づき、

当該補助事業の適切かつ円滑な執行を図るため、専門的知識を有する

者で構成する事業審査会（以下「審査会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 審査会は、次の事項について専門的な見地から審査し、必要な
意見を添えて知事に提出する。

（１）補助申請案件の適格性

（２）前号以外で補助事業の審査に関して必要な事項

（構成）

第３条 審査会は、事業採択の申請事業に応じて財務や経営等、各専門
分野から事業審査アドバイザー（以下「アドバイザー」という。）に

よって構成する。

（アドバイザーの役割）

第４条 アドバイザーは、申請事業の所管課が定める審査要領に基づき
申請事業内容を審査し、指導及び助言を行う。

２ アドバイザーは、必要がある場合、前項で審査した事業について聞

き取り又は事業実施場所への訪問により、フォローアップのための助

言を行う。

（審査会）
第７条 審査会は、事業採択の申請があれば、適宜開催する。

（排斥）

第９条 補助申請案件に直接の利害関係を有するアドバイザーは、当該

補助申請案件の審査に加わることができない。



「ローカル10000プロジェクト」と「Ｉ-Challenge！」の連携イメージ

I-Challenge! による
新ビジネスモデル開発

（新技術を用いたビジネスモデルの実証に対し、
ベンチャー企業2/3、大学10/10を補助）

事業化

地域の実情に応じた
ビジネス展開

アドバイス

リスクマネー
供給も

・地域資源を活用し、地域金融機関の融資等を
受けた事業に対して地域経済循環創造事業交
付金を活用可能
（新規性・モデル性の高い新技術を活用した事業
は、国費10/10の可能性あり）

※「I－Challenge！」とは、
ベンチャー企業や大学等による新技術を用いた事業化への挑戦を支援する
「ICTイノベーション創出チャレンジプログラム」

ローカル10000：総務省地域力創造グループ地域政策課 TEL：03-5253-5523 chisei@soumu.go.jp

I-Challenge! ：総務省国際戦略局技術政策課 TEL：03-5253-5727 challenge-ict@ml.soumu.go.jp
問い合わせ

（次頁以降に、事業化された
ビジネスモデルの一覧あり）

ローカル10000プロジェクトによる
新規事業の立ち上げ支援

交付金
プロトタイプ
試作・デモ

知的財産化 検証

ビジネスモデルの実証

コンセプト検証 (PoC : Proof of Concept)

チームを組んでビジネスモデルの実証に取り組む

ベンチャー企業・大学等 事業化支援の専門家

事業化
支援機関
（ファンド等）

・ICTの新技術を活用した新事業の創出に挑戦
・平成26年度から平成30年度にかけて18件支援
（詳細は次頁以降参照）
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事業 概要
研究開発機関/

事業化支援機関

平
成

26
年
度

自動車のOBD-IIとスマートフォンの連携を用いたテレマティク

スデータ活用技術

専用のデバイスを車につけるだけで簡単に自分の運転や燃費の確認、車の健康診断が

できるスマートフォンアプリとデバイスを開発する

(株)スマートドライブ/

(株)セールスフォース・ドットコム

世界最高17軸「ウェアラブル型ロボットセンサー」の開発
「ウェアラブル型ロボットセンサー」をドローン、クレーン、体感システムに適用す

ることにより、人間知覚に適合した、安全かつ迅速、正確な機械制御を可能とする

臼田総合研究所(株)/

(株)TNPオンザロード

医学的エビデンスに基づいた、病気を治療する人工知能ソフト

ウェアアプリケーションの開発（対象疾患：ニコチン依存症）

最新医学的エビデンスに基づいたニコチン依存症治療用人工知能アプリケーションを

開発し、複数の医療機関での臨床応用及び事業化を目指す

(株)キュア・アップ/

トーマツベンチャーサポート(株)

大規模・高速指紋認証技術「Liquid」
将来のICT技術を支える1,000万人規模を指紋情報のみで、高速に認証が行える指紋

認証エンジンを開発する

(株)Liquid/

(株)東京大学エッジキャピタル

ICTを利活用した栽培支援最適化システムの開発
一般農家から植物工場まで、最適な栽培支援システムを提供し、魅力ある農業労働環

境を作り出すと同時に高付加価値な農作物を効率的に生産することを支援する

(株)プラントライフシステムズ/

(株)TNPオンザロード

平
成

27
年
度

画像および問診データによる皮膚疾患識別技術
複数の医療機関において数千人の医師に対してフィージビリティ試験を行うことで、

機械学習アルゴリズムの精度及びアプリの性能を向上させる

(株)エクスメディオ/

合同会社SARR

「がんばらない介護」を実現するIoT支援ツールの開発
少子高齢化社会を迎え、IoTデバイスを用いることで、介護労力に掛かる負担を軽減

するスマートフォンアプリ、要介護者の健康寿命延伸を支援するシステム開発を行う

(株)Z-Works/

(株)ケイエスピー

「電力に番号を付けて配信する装置」のハイパワー化によるICT

スマートグリッドの伝送装置の開発

一対の電線で電力と情報の確実な伝送が可能な省配線・省エネ・省力化のスマートな

システムの構築を目指す

豊中計装(株)/

(株)経営共創基盤

小型のバイオセンシング技術を活用したトイレ取付型健康チェッ

ク装置とサービスの開発

トイレに分析装置を取り付けるだけで、全自動で病気の予兆を知らせてくれるサービ

スを開発

サイマックス(株)/

(株)ジャフコ

平
成

28
年
度

人工知能搭載・非装着型排泄検知シート及びシステム開発
ベッド上のシートにより、においで排泄物の検知を行い、高齢者・障害者の方々に特

段負荷をもたらさずに、排泄ケアの質を向上する

(株)aba/

特定非営利活動法人エティック

妊産婦と医師、助産師の健康管理コミュニケーションプラット

フォームとクラウド型胎児心拍計の開発

遠隔地からの検診を可能とするクラウド型胎児心拍計等を開発するとともに、妊産婦

と医師、助産婦による健康管理コミュニケーションプラットフォームを構築する

メロディ・インターナショナル(株)/

合同会社SARR

MRLD(Memory Based Reconfigurable Logic Device)の技

術開発

省電力化と低コスト化を実現しつつ、従来よりも高速な処理が可能なエッジデバイス

の開発を目指す

(株)TRL/

(株)経営共創基盤

血中異常細胞の画像解析技術向上を目的とした機械学習システム

とデータ基盤の開発

機械学習を用いた画像解析技術により血中の異常細胞検出をサポートするシステムの

開発を目指す
シンクサイト(株)/

(株)日本医療機器開発機構

低軌道周回衛星通信用アンテナのシェアリングシステムの技術開

発

既存アンテナの非稼働時間を活用し、小型人工衛星の打上機数増加に伴うアンテナ不

足の解決に資するシェアリングシステムの開発を目指す

(株)インフォステラ/

ウエルインベストメント(株)

平
成

29
年
度

大規模ゲノムデータを想定したデータ基盤技術の開発
大規模なゲノムデータを想定し、セキュアなデータ管理と複数のユーザーによる同時

接続に対応したデータ基盤技術を開発する

(株)AWAKENS/

合同会社SARR

脳画像を対象とした画像解析プラットフォームの開発
相関分析アルゴリズムを用いた画像解析技術を高速画像処理技術と組み合わせること

により、脳画像を対象とした画像解析プラットフォームを構築する

(株)Splink/

(株)リバネス

単眼カメラと走行ルートの位置情報把握による交通安全の事業化
単眼カメラによる距離計測とGPS位置情報を独自の地図データと照合することで、車

両ごとの道路交通違反の状況を網羅的かつ正確に把握する技術を開発

ジェネクスト(株)/

合同会社SARR

平
成

30
年
度

生体群制御による養殖効率化システムの開発
養殖用の生け簀内の魚群のモニタリング及び誘導を実現する次世代の養殖システムの

開発を目指す

炎重工(株)/

(株)経営共創基盤

I-Challenge! 採択事業一覧
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平成26年度 I-Challenge! 採択事業（採択時の事業概要）

研究開発機関：株式会社Liquid
事業化支援機関：株式会社東京大学エッジキャピタル
事業名：大規模・高速指紋認証技術「Liquid」
（H26採択）

研究開発機関：株式会社キュア・アップ
事業化支援機関：トーマツベンチャーサポート株式会社
事業名：医学的エビデンスに基づいた、病気を治療する人工知能

ソフトウェアアプリケーションの開発（対象疾患：ニコチン依存症）
（H26採択）

研究開発機関：株式会社スマートドライブ
事業化支援機関：株式会社セールスフォース・ドットコム
事業名：自動車のOBD-IIとスマートフォンの連携を用いたテレマティクス

データ活用技術
（H26採択）

研究開発機関：株式会社プラントライフシステムズ
事業化支援機関：株式会社TNPオンザロード
事業名：ICTを利活用した栽培支援最適化システムの開発
（H26採択）
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平成27年度 I-Challenge! 採択事業（採択時の事業概要）

研究開発機関：豊中計装株式会社
事業化支援機関：株式会社経営共創基盤
事業名：「電力に番号を付けて配信する装置」のハイパワー化による

ICTスマートグリッドの伝送装置の開発
（H27採択）

研究開発機関：株式会社Ｚ－Ｗｏｒｋｓ
事業化支援機関：株式会社ケイエスピー
事業名：「がんばらない介護」を実現するIoT支援ツールの開発
（H27採択）

研究開発機関：株式会社エクスメディオ
事業化支援機関：合同会社ＳＡＲＲ
事業名：画像および問診データによる皮膚疾患識別技術
（H27採択）

研究開発機関：サイマックス株式会社
事業化支援機関：株式会社ジャフコ
事業名：小型のバイオセンシング技術を活用したトイレ取付型健康チェック

装置とサービスの開発
（H27採択）
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平成28年度 I-Challenge! 採択事業（採択時の事業概要）

研究開発機関：株式会社TRL
事業化支援機関：株式会社経営共創基盤
事業名：MRLD(Memory Based Reconfigurable Logic Device)の技術開発
（H28採択）

研究開発機関：メロディ・インターナショナル株式会社
事業化支援機関：合同会社ＳＡＲＲ
事業名：妊産婦と医師、助産師の健康管理コミュニケーションプラットフォーム

とクラウド型胎児心拍計の開発
（H28採択）

研究開発機関：株式会社aba
事業化支援機関：特定非営利活動法人エティック
事業名：人工知能搭載・非装着型排泄検知シート及びシステム開発
（H28採択）

研究開発機関：シンクサイト株式会社
事業化支援機関：株式会社日本医療機器開発機構
事業名：血中異常細胞の画像解析技術向上を目的とした機械学習システム

とデータ基盤の開発
（H28採択）
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平成28～29年度 I-Challenge! 採択事業（採択時の事業概要）

研究開発機関：株式会社Splink
事業化支援機関：株式会社リバネス
事業名：脳画像を対象とした画像解析プラットフォームの開発
（H29採択）

研究開発機関：株式会社AWAKENS
事業化支援機関：合同会社SARR
事業名：大規模ゲノムデータを想定したデータ基盤技術の開発
（H29採択）

研究開発機関：株式会社インフォステラ
事業化支援機関：ウエルインベストメント株式会社
事業名：低軌道周回衛星通信用アンテナのシェアリングシステムの技術開発
（H28採択）

研究開発機関：ジェネクスト株式会社
事業化支援機関：合同会社SARR
事業名：単眼カメラと走行ルートの位置情報把握による交通安全の事業化
（H29採択）
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平成３０年度 I-Challenge! 採択事業（採択時の事業概要）

研究開発機関：炎重工株式会社／事業化支援機関：株式会社経営共創基盤
事業名：生体群制御による養殖効率化システムの開発

52



○地方公共団体を核として、需要家、地域エネルギー会社及び金融機関等、地域の総力を挙げて、
バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を立ち上げるマスタープランの
策定を支援する分散型エネルギーインフラプロジェクトを展開

＜補助対象＞ 地方公共団体が定める地域の特性を活かしたエネルギー供給事業導入計画（マスタープラン）の策定費用

＜補助対象額＞ 2,000万円（上限。ただし、他の地方公共団体と共同実施する場合は原則4,000万円）

＜補助率＞ 原則１／２。財政力指数0.5未満市町村は ２／３、財政力指数0.25未満市町村は ３／４

新規性、モデル性の極めて高い事業計画は １０／１０

平成26年度14団体、27年度14団体、28年度に11団体※、平成29年度に４団体、平成30年度に3団体の計
46の団体がプランを策定

これまでの
取組

※蓄電池やセンサーネットワーク技術の活
用等 により、エネルギー需給を総合的に管
理し、エネ ルギーの利活用を最適化するシ
ステム

地域エネルギーシステム

○マスタープランの策定段階から事業化まで、総務省に窓口を設け、
関係省庁タスクフォース（農林水産省、資源エネルギー庁、国土交通省、環境省）と連携して徹底したアドバイス等を実施

分散型エネルギーインフラプロジェクト

※平成26～28年度は委託事業として実施

地域外の
大規模発電所

一般的なエネルギーシステム

産油国
など

燃料代

住宅

工場

業務ビ
ル

電力

排熱放出

地域外への支払い
電気
料金

H31予算

地域経済循環創造事業交付金 10.0億円の内数
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マネジメント
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プロジェクト実施エリア 山形県最上町① 平成２７年度
～若者定住環境モデルタウン 木質バイオマスエネルギー地域熱供給システム～ プラン策定

○山林における路網整備や民間事業者による木質チップ製造設備への投資による燃料供給体制
を確立するとともに、既存ウェルネスプラザ最上の木質バイオマスボイラの更新と熱導管の整備を
進め、ウェルネスプラザを含めた市街地への熱供給事業を一体的に推進

次ページの
とおり

事業着手

54



○ 若者定住促進と地方創生の展開。平成２７、２８年度に整備
○ チップ・ペレット・薪の3種類のボイラを並列運転させ23世帯の給湯・暖房の熱供給を行う。（平成２９年２月～）

○ 環境にやさしい小規模分散型のバイオマスエネルギー供給システムを備えた循環型環境社会の創出

プロジェクト実施エリア 山形県最上町②

～若者定住環境モデルタウン

若者定住促進住宅（10世帯）

モデル住宅
（6区画）

分譲地（5区画）

分譲地
（2区画）

地域熱供給プラント
90ｋｗボイラ２台
60ｋｗボイラ１台

上水道管

熱供給管
下水道管

地域熱供給管

地下水熱利用道路融雪設備
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木質バイオマスエネルギー地域熱供給システム～ プラン策定



プロジェクト実施エリア 鳥取県米子市

～皆生温泉地区熱電併給エネルギーの地産地消～

○ ガスコジェネによる熱電併給事業及び電力供給事業について計画し、地域エネルギー会社「ローカルエナジー」を設立（平成２７年１２月）

○ 電力供給事業については、公共施設で使う電力を、安価に供給するとともに、一般家庭への電力供給を担う地域PPSに電力を卸売り

○ ガスコジェネによる熱電併給事業については、エリアの温泉旅館やホテル、公共施設等に熱を供給する計画

平成２６年度
プラン策定

宿泊施設等

56

56



○「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々
と多様に関わる者。

○地方圏は、人口減少・高齢化により地域づくりの担い手不足という課題に直面しているところ、地域に
よっては若者を中心に、変化を生み出す人材が地域に入り始めており、「関係人口」と呼ばれる地域
外の人材が地域づくりの担い手となることが期待できる。

「関係人口」とは

２－③ 関係人口創出・拡大事業
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「関係人口」により期待される効果（まとめ）

都会と地方とのつながりの再生

＜全国的効果＞

＜地域外側（主に都市部）の効果＞

自己実現欲求、所属欲求の充足

地域における「誇りの空洞化」の回避

地域課題の解決
（ヒト・モノ・カネ・戦略の補完）

＜地域側の効果＞

地域経済の活性化

・きっかけ作り
・裾野の拡大
・地域課題への貢献

関係人口
地域に対する

関心・関与の弱い

地域外住民

移住者の増

＜地域側の効果＞

「関係地域」の創出
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○ 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる者である 「関係人口」に着目し、
地域外からの交流の入り口を増やすことが必要（「これからの移住・交流施策のあり方に関する検討会」）。

○ 地域外の者が関係人口として、地域と継続的なつながりを持つ機会・きっかけの提供に取り組む地方公共団体を支援
するモデル事業を実施。将来的には、定住人口の増加も期待。

地域との関わりを持つ者に対して

「関係人口」 「ふるさと」

地域との継続的
なつながり

これから地域との関わりを持とうとする者に対して

事業内容

都市住民等の地域への関心を醸成する取組

地方公共団体が認定する都市部等に所在する個人・企業・その他団体（NPO・
大学のゼミなど）と連携し、都市住民等の地域への関心を高めるための取組

連
携

関係案内人
個人

企業 NPO・大学のゼミ等

都市部等

訪日外国人の地域への関心を醸成する取組

地方公共団体が地域住民や地域団体等と連携し、訪日外国人との交流を促進し
地域（地域住民や地場産業）との継続的なつながりを創出するために行う取組

地方公共団体
連
携

地域住民・地域団体等
個人 NPOなど

地方公共団体 都市住民等の

地域への

より強い関心を

創出

訪日外国人の

地域への関心を創出

１

２

３

４

その地域にルーツがある者等を対象に、関係人口を募る仕組みを地方公共団
体が設け、その取組に賛同する者に対して地域と継続的なつながりを持つ機会を
提供。

ふるさと納税制度を活用し、ふるさとに一定の関心を持っている寄附者に対して地
域と継続的なつながりを持つ機会を提供。

これから地域との関わりを持とうとする者を対象に、地域と継続的なつながりを持
つ機会・きっかけを提供。地域の課題やニーズと、関係人口となる者の想いやスキ
ル・知見等をマッチングするための中間支援機能を形成。

② ふるさと納税の寄附者

① その地域にルーツがある者等

関係人口創出・拡大事業 H31予算案 5.1億円
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支援

○ 都市部の人たちなどが一定期間地方に滞在し、働いて収入を得ながら、 地域住民との交流や学びの場など

を通じて地域での暮らしを体感する「ふるさとワーキングホリデー」を推進するため、説明会や総合広報を実施。

ふるさとワーキングホリデー推進事業

・専用のポータルサイトの運用
・SNS（Twitter、facebook）の運用
・インターネット広告の実施
・説明会の開催 等

これまでの実績（H30.10時点）

 地域の魅力を知ってほしい
 交流人口を増やし消費を拡大したい
 少しでも多く定住してほしい

地方公共団体
ふるさとワーキングホリデー事業を
通じて、約2,300人が地域での暮ら
しを体験。

ふるさとワーキングホリデー

滞在中、地域住民との交流や学びの場として
地域の魅力・特色を活かした、各地域ならでは
のプログラムを参加者に提供。

参加者

 旅行では味わえない体験がしたい
 地域との交流を深めたい
 第二のふるさとが欲しい

地元農家や企業等の業務に従事し収入を
得ながら、地域との関わりを深める取組を
通じて地域での暮らしをまるごと体感。

※ ふるさとワーキングホリデーに要する経費について特別交付税措置
（対象経費の上限額 １団体あたり15,000千円＋5千円×全参加者の延べ滞在日数）

２－④ ふるさとワーキングホリデー推進事業

H31予算 0.5億円
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非常にそう思う, 

160, 44%

そう思う, 135, 37%

どちらともいえ

ない, 48, 13%

あまりそう思わない, 12, 3%

全くそう思わない, 4, 1%

その他, 2, 1%

非常に満足, 

190, 53%
満足, 137, 

38%

どちらともいえ

ない, 26, 7%

不満, 7, 2%

非常に不満, 

1, 0%

ふるさとワーキングホリデー

就労内容（例）

・ 農業（特産品等）、旅館 ・ ホテル
・ 酒造業
・ 製造業（窯業、神社・仏閣用授与品等）
・ 観光業（スキー場、伝統工芸販売等） 等

地域との関わり（例）

・ 先輩移住者や地域住民との意見交換会
・ 地域の歴史、文化、産業等を学ぶツアー
・ 地域イベントの運営体験
・ 地元大学生が運営するゲストハウスへの宿泊 等

アンケート結果、参加者及び受入企業等の声受入実績

○Ｈ29年１月から始まり、Ｈ30年10月までに
約2,300人が参加。

【実施自治体】

○Ｈ28年度（８団体）

北海道、福島県、兵庫県、奈良県、山口県、愛媛県、

佐賀県、熊本県

○Ｈ29年度実施団体（16団体）

北海道、福島県、石川県、福井県、岐阜県、京都府、

兵庫県、鳥取県、島根県、岡山県、山口県、愛媛県、

高知県、福岡県、熊本県、宮崎県

参加した地域への今後の継続的な訪問意向「ふるさとワーキングホリデー」の満足度

参加者の９１％が
満足

81％が再訪
意向あり

○Ｈ30年度実施団体（20団体）

北海道、福島県、石川県、岐阜県、京都府、鳥取県、

岡山県、山口県、高知県、福岡県、熊本県、宮崎県、

沖縄県、新潟県（上越市、阿賀町）、富山県氷見市、

福井県池田町、長野県（長野市、白馬村）、島根県海士町
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ふるさとワーキングホリデー活用事例（平成30年度）
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○政府は、平成28年９月に「歴史的資源を活用した観光まちづくりタスクフォース」（議長：内閣
官房長官）を立ち上げ、各地域で古民家等を観光資源とし、再生、活用する民間有識者の方々か
らヒアリングを行い、それらを踏まえ、平成28年12月に課題と対応策、さらに今後の検討の方
向性について、中間とりまとめを実施。そして、平成29年５月に、中間とりまとめ後の取組を
踏まえ、今後の支援策を本タスクフォースのとりまとめとして整理。

歴史的資源を活用した観光まちづくりの推進について

これまでの検討の概要

 人材：意欲・ノウハウのある人材を必要とする地域につなげるネットワークやワンストップの相談体制が必要

自治体との連携・情報発信：地域の取組を成功させるには、地方自治体が民間に協力する体制が重要
 金融・公的支援：事業立上げの資金確保が困難。公的支援とともに地域金融機関、公的金融機関等の投融資機能の最大化が必要
 規制・制度改革：古民家等の活用の促進に資する、建築基準法、旅館業法、消防法等の運用の統一化、基準の見直し等が必要

○平成29年１月、政府に、意欲ある地域を官民一体でワンセットで支援する体制を整備。
地域からの具体的なご相談に平成30年12月時点で120件以上オーダーメイドで対応

 地域に眠っている資産である古民家等の歴史的建築物を宿泊施設、レストランなど地域再生
の核となる観光資源として活用する取組による、内外からの旅行者の増加、交流人口の拡大

 地域の雇用の創出、UIターンの若者の増加、出生率の向上、定住人口の増加、耕作放棄地の
解消 等

目指す効果

２０２０年までに全国２００地域での取組を目指す！

中間とりまとめで示された課題

中間とりまとめで示された対応策

63

３ その他の関連施策



庁舎等の公共建築物におけるＣＬＴの活用

○木材の新たな需要や新しい産業分野の創出の観点から、非住宅や中高層建築物などの分野に
おけるＣＬＴ（CrossLaminatedTimber：直交集成板）の活用が期待

○地域経済の活性化に向けてＣＬＴの活用を軌道に乗せていくためには、まずは国・地方を通じた
公共建築物への導入促進が重要

・公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成２２年法律第３６号）において、

地方公共団体は、木材の利用促進に関する施策を策定、実施するよう努めるとともに、その整備
する公共建築物における木材の利用に努めなければならないとされています（同法第４条）。

・平成２８年７月２９日付け総務省地域力創造審議官通知により、ＣＬＴの積極的な活用について
ご検討いただくよう要請。平成３０年１月２９日付け総務省地域力創造グループ地域政策課長通
知により、改めて要請。

ＣＬＴ活用促進のための政府一元窓口 電話：０３－３５８１－７０２７ 担当：内閣官房 内田、藤本

ＣＬＴの積極的な活用をお願いします！

・ＣＬＴの幅広く積極的な活用に向け、政府を挙げて取り組むこととしています。

・その一環として、ＣＬＴの活用に関する事業者や地方公共団体等からの問合せにお答えする
ために、内閣官房に政府の「一元窓口」を設けています。

ご相談はＣＬＴ活用促進に関する政府一元窓口へ！
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○ 地方公共団体は、「再犯の防止等の推進に関する法律（平成28年法律第104号）」に基づき、再犯防止等に関し、地域の状

況に応じた施策を策定・実施する責務を有し、「地方再犯防止推進計画」を定めるよう努めるなどとされている。

〇 国においては、同法に基づき、「再犯防止推進計画」が平成29年12月15日に閣議決定されている。

再犯防止対策の推進

再犯の防止等の推進に関する法律（平成28年法律第104号）の概要

＜目的＞ （第１条関係）
• 再犯の防止等に関する施策に関し、基本理念を定め、国等の責務を
明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定めることにより、
再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国
民が犯罪による被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせ
る社会の実現に寄与する

＜基本理念＞ （第３条関係）
• 犯罪をした者等が、社会において孤立することなく、国民の理解と
協力を得て再び社会を構成する一員となることを支援する

• 犯罪をした者等が、社会復帰後も途切れることなく、必要な指導
及び支援を受けられるようにする

• 犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚すること及び被害者等の心
情を理解すること並びに自ら社会復帰のために努力することが、再
犯の防止等に重要である

• 調査研究の成果等を踏まえ、効果的に施策を講ずる
＜地方公共団体の責務＞ （第４条関係）
• 地方公共団体は、基本理念にのっとり、その地域の状況に応じた施
策を策定・実施

＜連携、情報の提供等＞ （第５条関係）
• 国及び地方公共団体の相互の連携
• 国及び地方公共団体と民間団体等との緊密な連携協力の確保 等
＜地方再犯防止推進計画＞ （第８条関係）
• 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、地方再犯防
止推進計画を定めるよう努める

＜基本的施策＞ （第24条関係）
• 国との適切な役割分担を踏まえて、地域の状況に応じ、基本的施策
を講ずるよう努める

地方再犯防止推進計画の策定等について

〇 再犯防止推進法に基づき、「再犯防止推進計画」を、
平成29年12月15日に閣議決定

＜ポイント：地方公共団体との連携の強化＞
・再犯防止を担当する部署の明確化
・再犯防止のための地域ネットワークにおける
地方公共団体の取組を支援
・地方再犯防止推進計画の策定等の促進 等

＜参考＞
・全国に先駆けて鳥取県が計画を策定（H30.4.1）
・現在，多くの地方公共団体が策定に向けて検討
・地方公共団体の取組を支援するモデル事業の実施 等

再犯防止推進法制定前から協力依頼している事項

〇 平成27年11月25日付けで、
各都道府県知事、各市区町村長に対して、
総務省地域力創造審議官、法務省保護局長の連名通知
により、更生保護サポートセンターの設置場所の確保等
について協力依頼

引き続き、積極的な取り組みをお願いします！

地方再犯防止推進計画を策定するなど、地方
公共団体の取り組みが期待されていますので、
ご協力をお願いします！
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建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進

〇 都道府県は、 「建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成28年法律第111号）」に基づき、当該団

体の区域の実情に応じた施策を策定・実施する責務を有し、「都道府県計画」を策定するよう努めるなどとされている。

〇 国においては、同法に基づき、「基本計画」が平成29年６月９日に閣議決定されている。

都道府県計画の策定等について建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律
（平成28年12月16日法律第111号）の概要

＜目的＞ （第１条関係）
• 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し、基本理念を定め、
国等の責務を明らかにし、施策の基本となる事項を定めること等
により、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を総
合的かつ計画的に推進し、もって建設業の健全な発展に資する

＜基本理念＞ （第３条関係）
• 建設工事の請負契約において適正な請負代金の額、工期等が定め
られること

• 建設工事従事者の安全及び健康の確保に必要な措置が、設計、施
工等の各段階において適切に講ぜられること

• 建設工事従事者の安全及び健康に関する意識を高めることにより、
安全で衛生的な作業の遂行が図られること

• 建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上が図られること
＜都道府県の責務＞ （第５条関係）
• 都道府県は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏ま
えて、当該団体の区域の実情に応じた施策を策定、実施

＜都道府県計画＞ （第９条関係）
• 都道府県は、基本計画を勘案して、都道府県計画を策定するよう
努める

＜基本的施策＞ （第10条から第14条まで関係）
• 建設工事の請負契約における経費（労災保険料を含む）の適切か
つ明確な積算、明示及び支払の促進

• 建設工事の現場の安全性の点検、分析、評価等に係る取組の促進
等

都道府県計画を策定するなど、建設工事従事者の安
全及び健康の確保の推進について積極的な取組をお
願いします！

〇 同法に基づく「基本計画」について、平成29年６月９日に閣
議決定

〇 同日付けで、各都道府県知事に対し、総務省地域力創造審議
官、厚生労働省労働基準局長、国土交通省土地・建設産業局長
名の連名で文書を発出し、都道府県計画の策定等、建設工事従
事者の安全及び健康の確保の推進について積極的な取組を依頼

〇 都道府県計画の策定を促進し、建設工事従事者の安全及び健
康の確保を推進するため、全国８ブロックで「地方ブロック建
設工事従事者安全健康確保推進会議」及び「地方ブロック建設
工事従事者安全健康確保推進行政担当者会議」を設置
・ 政府から都道府県に対し基本計画に関する情報提供・助言
・ 国の取組や先行する都道府県の事例の共有
・ 新たに出てきた課題等の共有 等

〇 都道府県計画の策定の留意事項
・ 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する現状と課題
・ 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策につい
ての基本的な方針
・ 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し、都道府県が
総合的かつ計画的に講ずべき施策
・ 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を総合
的かつ計画的に推進するために必要な事項

〇 平成30年１月25日付け事務連絡により、都道府県計画の策定
等、建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進について、積
極的な取組を要請
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○石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第21号）により、事業者は、その労働者を就業させる建築物等に吹き付けられた石綿等又は張
り付けられた保温材、耐火被覆材等が損傷、劣化等により石綿等の粉じんを発散させ、及び労働者がその粉じんにばく露するおそれがあ
るときは、当該吹き付けられた石綿等又は保温材等の除去、封じ込め、囲い込み等の措置を講じなければならないこととされている。

〇平成２８年５月に、石綿障害予防規則の遵守の徹底等、及びアスベスト含有保温材等の使用状況の調査の実施を要請。
○フォローアップ調査結果によれば、吹き付け石綿等を使用した施設で、ばく露のおそれがあるが対策の実施が未了の施設があるほか、石綿

含有保温材等の調査未実施施設が相当数あった（平成２９年１２月公表）。
○平成29年12月28日付けで各都道府県総務担当部長、各指定都市総務担当局長に対し、総務省地域力創造グループ地域政策課長より文

書を発出し、改めて石綿障害予防規則の遵守の徹底等を要請。
○平成30年１月16日付けで各都道府県総務部（局）長、各都道府県人事委員会事務局長、各指定都市総務局長、各指定都市人事委員会事

務局長に対し、総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室長より文書を発出し、改めて石綿障害予防規則の遵守の徹底等を要請。
○平成３０年４月に行ったフォローアップ調査の結果によれば、依然として、吹付け石綿等を使用した施設で、ばく露のおそれがあるが対策の

実施が未了の施設及び石綿含有保温材等の調査未実施施設があった（平成３０年１１月通知）。
○平成30年11月2日付けで、各都道府県総務部（局）長、各指定都市総務局長に対し、総務省自治行政局地域政策課長、同局公務員部安全

厚生推進室長より文書を発出し、改めて石綿障害予防規則の遵守の徹底等を要請。
○平成３１年４月２５日付けで、各都道府県総務担当部長、各指定都市総務担当局長に対し文書を発出し、平成３１年度フォローアップ調査を

依頼。

アスベスト対策の推進

除去、封じ込め、囲い込み等の必要な措置を講ずるなど、

改めて、石綿障害予防規則の遵守の徹底等をお願いします！

都道府
県名

対策の実施が未了の施設数

全体
うち
都道
府県

うち
指定
都市

うち
市町
村

京都府 303 0 0 303

茨城県 40 0 － 40

… … … … …

都道府
県名

調査未実施の施設数

全体
うち
都道
府県

うち
指定
都市

うち
市町
村

徳島県 550 0 － 550

神奈川県 527 502 0 25

… … … … …

都道府
県名

対策の実施が未了の施設数

全体
うち
都道
府県

うち
指定
都市

うち
市町
村

兵庫県 600 1 596 3

埼玉県 22 2 0 0

… … … … …

都道府
県名

調査未実施の施設数

全体
うち
都道
府県

うち
指定
都市

うち
市町
村

広島県 3708 502 910 2296

新潟県 2583 220 0 2363

… … … … …

アスベスト含有保温材、耐火被覆材等（レベル２）吹付けアスベスト、アスベスト含有吹付けロックウール（レベル１）

＜フォローアップ調査の結果＞
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